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地方自治法施行規則 別記様式（第 12条の２の３関係） 

 

三鷹市適正事務管理制度評価報告書 

 

三鷹市は、地方自治法第150条第４項の規定による評価を行い、同項に規定す

る報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 適正事務管理制度の整備及び運用に関する事項 

三鷹市では、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライ

ン」（平成31年３月総務省公表（令和６年３月改定）。以下「ガイドライン」と

いいます。）に基づき、「三鷹市適正事務管理制度基本方針」（令和４年４月１

日）を策定し、当該方針に基づき財務に関する事務に係る適正事務管理制度体

制の整備及び運用を行っています。 

 

２ 評価手続 

令和６年度を評価対象期間とし令和７年３月31日を評価基準日として、ガイ

ドラインの「Ⅳ 内部統制評価報告書の作成」に基づき、全庁体制及び業務レ

ベル（個別の事務執行）に係る適正事務管理制度の整備及び運用についての評

価を実施しました。 

 

３ 評価結果 

上記２の評価手続に基づきガイドラインに規定する評価作業を実施すると

ともに、下記５の「適正な事務執行に向けた更なる取組」に取り組む中で、過

年度及び評価対象期間中における運用上の重大な不備を把握しました。 

そのため、令和６年度における三鷹市の適正事務管理制度は、評価基準日に

おいて有効に整備されていると判断する一方、評価対象期間において一部が有

効に運用されていないと判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

当該運用上の重大な不備については、老人保健施設の居室使用料を過誤徴収

していたことが判明したものであり、平成24年４月から令和７年１月まで長期

にわたり条例の規定を上回る額を設定し、利用者から徴収していたものです。

このような不適切な事務処理事案は、利用者に多大な影響を及ぼすとともに、

三鷹市政に対する信用の低下を招いたものと考えます。 

令和７年度においては、評価において把握した不備事案及び再発防止策等に

ついて全庁的に情報を共有し注意喚起を行うとともに、こうした不備の再発を

防ぎ、適正な事務執行に向けて適正事務管理制度を有効に機能させるため、取

組の強化を図ります。 



 

地方自治法施行規則 別記様式（第 12条の２の３関係） 

５ 適正な事務執行に向けた更なる取組 

庁内で発生した不適切な事務処理事案について、報告方法を整備するとと

もに、広く条例及び規則等の点検を行いました。また、適正事務推進会議に

おいて情報共有を行うなど、適正な事務執行に向けた意識共有等の必要な対

応を図りました。 

 

 

 

 令和７年７月16日   三鷹市長 河 村  孝 
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第１ 全庁体制に係る評価等 

 

１ 取組の内容 

  適正な事務の執行に向けた庁内における組織体制や規程等の整備状況に関

し、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成31

年３月総務省公表（令和６年３月改定）。以下「ガイドライン」といいます。）

の別紙１「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価

項目」を参考に、適正事務管理制度（内部統制）の６つの基本的要素（①統制

環境、②リスクの評価と対応、③統制活動、④情報と伝達、⑤モニタリング、

⑥ＩＣＴへの対応）の観点から整備上及び運用上の不備（※）がないか、全庁

適正事務管理チェックリストを用いて評価を行いました。 
 

※ 全庁体制における整備上及び運用上の不備 

 (1) 整備上の不備 

必要なリスク対応のためのルールや手順が整備されていない状況 

 (2) 運用上の不備 

リスク対応のためのルールや手順が整備されているものの、適切に運用されて

いない状況 

 

２ 評価結果 

  組織体制や規程等について整備状況の評価を行った結果、いずれも不足な

く整備されており、不備はないと評価しました。また、運用状況についても評

価を行った結果、適切に運用しており、不備はないと評価しました。 

したがって、全庁体制に係る評価としては、評価基準日において有効に整備

され、また評価対象期間において有効に運用されているものと判断しました。 
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第２ 業務レベル（個別の事務執行）に係る評価等 

 

１ 取組の内容 

  業務レベル（個別の事務執行）に係る評価を行うに当たり当該年度において

優先して取り組む事務（優先対応リスク）について、監査委員による定期監査

等における指摘・要望事項等を踏まえ検討を行った結果、令和５年度に引き続

き、①契約事務、②補助金等事務、③現金管理等事務、④学校徴収金事務の４

事務を選定し取り組むこととしました。 

これら優先対応リスクについて、市長部局、議会事務局、選挙管理委員会事

務局、監査事務局、農業委員会事務局及び教育委員会事務局の合計81所属（小・

中学校22校を含む。）において、業務フロー及びＲＣＳＡ（リスク・コントロ

ール・セルフ・アセスメント）シートを用い、それぞれ自己評価（自己点検）

を実施しました。 

  さらに、各所属の自己評価（自己点検）結果に対して、適正事務管理制度推

進（評価）担当においてその妥当性を判断するとともに、不備があったとされ

た事務について、ＲＣＳＡシートに記載されているリスク対応策等の整備上

の不備及び運用上の不備（※）が重大な不備に該当するか否かの評価（独立的

評価）を実施しました。 
 

※ 業務レベル（個別の事務執行）における整備上及び運用上の不備 

 (1) 整備上の不備 

ＲＣＳＡシートに記載したリスク対応策が、評価項目に照らして不適切な状況 

 (2) 運用上の不備 

リスク対応策が適切に運用されず、結果として不適切な事項が発生した状況 

 

２ 各所属による自己評価（自己点検） 

  令和７年１月から２月までの間、各所属において自己評価（自己点検）を実

施しました。 

  その結果、各所属において不備があったと報告された業務が13件あり、その

主な内容は次のとおりです。件数としては、令和５年度と比較し３件の増加と

なりました。 

  なお、これら報告のあった不備に対しては、各所属において再発防止策を検

討し、それぞれ対応を図りました。 

 (1) 契約事務 ７件 

主な内容 

実施起案の決裁前に契約締結手続を開始した（２件）。 

個人情報を処理する事務の委託契約において、特記仕様書に規定されている取扱

責任者や作業場所についての届出を得ていなかった。  
   

 (2) 補助金等事務 １件 

主な内容 

交付決定日及び請求書の検査日を、交付の意思決定をした日（起案の決裁日）と

すべきところ、誤った日付とした。  
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  (3) 現金管理等事務 ５件 

主な内容 

公の施設における使用料について、条例の規定を上回る額を設定し利用者から徴

収していた。 

資金前渡にて旅費の交付を受けていたが、現金ではなく個人のクレジットカード

にて支払いをした。 
公の施設における開館時間及び入館料について、根拠規定を示していないほか、

正しい決裁手続をとらず、変更及び減額を決定した。 
 

 (4) 学校徴収金事務 ０件 

 

３ 適正事務管理制度推進（評価）担当による独立的評価 

 (1) 重大な不備の判断基準 

   次の各基準をもって判断し、該当がある場合には重大な不備ありと判断

します。 

  ア 整備上の不備の場合 

    ＲＣＳＡシートに記載されているリスク対応策について、評価項目に

照らして著しく不適切であり、経済的、社会的に大きな不利益を生じさせ

る蓋然性が高いか否か 

  イ 運用上の不備の場合 

    不適切な事項が実際に発生したことにより、結果的に、大きな経済的、

社会的不利益が生じたか否か 

  ※ なお、これらの判断に当たっては、ガイドライン記載の事例等も参考に

しつつ、より客観性を有するものとなるよう努めました。 

 (2) 令和６年度の判断内容 

   上記の判断基準に照らし独立的評価を実施した結果、報告された13件の

不備のうち、以下に記載する現金管理等事務１件については、運用上の重大

な不備があったものと判断しました。 

 (3) 重大な不備に該当する事案 

   公の施設である牟礼老人保健施設はなかいどうの居室使用料を過誤徴収

していたことが判明したものであり、平成24年４月から令和７年１月まで、

長期にわたり条例の規定を上回る額を設定し、利用者から徴収していたも

のです。この間に判明した過誤徴収の対象者は686人、総額は2,297万円余に

及びました。本事案は、利用者に多大な影響を及ぼすとともに、三鷹市政に

対する信用の低下を招いたものと考えます。 

なお、市では事案判明後、直ちに正しい料金に設定を改めるとともに、当

該事実を公表し、対象者への通知、謝罪を行いました。また、過誤徴収分に

ついては、時効期間の経過の有無にかかわらず、利息を付して返還手続を行

うなどの対応をとりました。併せて、指定管理業務を担う社会福祉法人三鷹

市社会福祉事業団との更なる連携を図るとともに、再発防止に向けて、手順

書による定期的な確認及び点検等庁内チェック体制を強化するなどの取組

に努めています。 
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第３ 適正な事務執行に向けた更なる取組 

 

１ 概要 

  三鷹市では、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」といいます。）

やガイドラインで示された財務に関する事務のほか、適正な事務の執行に向

けた諸課題についても適正事務管理制度を通じて取り組むこととしています。 

  この取組の中では、庁内で発生した不適切な事務処理事案について適正事

務推進会議や係長連絡会議等において情報共有を行うほか、令和６年度には

下記項目２の各取組を実施するなど、更なる適正な事務執行に向けた意識共

有等の必要な対応を図りました。 

 

２ 令和６年度の主な取組について 

 (1) 外郭団体等への更なる適正な事務執行に向けた取組について 

   市議会の令和４年度決算審査特別委員会における附帯意見を踏まえ、令

和５年度からの継続の取組として、外郭団体等への更なる適正な事務執行

に向けた支援等に係る検討を進め、当該団体等に対して所管課を通じた監

査指摘事項の情報共有やセルフチェックシートの作成支援等を実施するこ

ととしました。 

 (2) 庁内アンケートの実施について 

   適正事務管理制度の見直し及び改善につなげるため、各職場における適

正事務推進員である各課の課長に対し、各課におけるリスク管理の実態並

びに制度の実施状況及び効果等に関するアンケートを実施しました。当該

アンケートの実施により、本制度における課題や今後の展望について抽出・

整理することで、適正な事務執行に向けた今後の取組の強化等に活用して

いきます。 

 (3) 昇任者等向け研修の試行実施について 

   部長・課長・課長補佐・係長への昇任時の各機会を捉えるとともに、制度

周知等の機会が少なかった主任職、主事職を対象とした研修の機会を設け

ることで、庁内全ての階層に対してコンプライアンス意識の醸成、不適切事

務処理事案等の情報共有及び本制度の一層の周知を図ることとしました。 

   令和６年度においては、試行的な取組として、係長職昇任者（21名）に対

し、研修を実施しました。 

 (4) 各課における適正事務推進主任の設置について 

   現在、課長をもって各課に配置している適正事務推進員の下に、若手・中

堅職員からなる適正事務推進主任を新たに設置し、適正事務管理制度推進

（評価）担当との連絡調整及び情報共有等を通じて、職場内での適正な事務

執行への機運を醸成し、日常業務における当該制度の取組の一層の理解と

浸透を図ることとしました。 
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第４ 総括 

 

 令和６年度の適正事務管理制度の取組における全庁体制及び業務レベル（個

別の事務執行）に係る評価、並びに適正な事務執行に向けた更なる取組に係る評

価については、以下のとおりです。 

 

１ 全庁体制に係る評価結果 

  全庁体制（庁内における組織体制や規程等の整備、運用状況）において、適

正事務管理制度（内部統制）の６つの基本的要素（①統制環境、②リスクの評

価と対応、③統制活動、④情報と伝達、⑤モニタリング、⑥ＩＣＴへの対応）

における整備上及び運用上の不備は見受けられませんでした。したがって、全

庁体制は、評価基準日において有効に整備され、また評価対象期間において有

効に運用されているものと判断しました。 

 

２ 業務レベル（個別の事務執行）に係る評価結果 

  業務レベル（個別の事務執行）におけるリスクの評価、対応状況において、

各所属による自己評価（自己点検）の結果、13件の不備が報告されました。こ

れらの不備について独立的評価を実施した結果、当該判断基準に基づく整備

上の不備はありませんでしたが、１件については運用上の重大な不備である

と判断しました。 

 

３ 適正な事務執行に向けた更なる取組について 

  引き続き適正な事務執行に向けた意識共有等の必要な対応を図りました。 

 

 以上の各評価を踏まえ、令和６年度における本市の適正事務管理制度は、評価

基準日において有効に整備されていると判断する一方、評価対象期間において

一部が有効に運用されていないと判断しました。 
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（参考資料１）三鷹市適正事務管理制度の概要 

 

１ 背景等 

  三鷹市は、これまで「あすへのまち三鷹」の着実な進展に向け、「高環境・

高福祉のまちづくり」を政策の柱に、きめ細やかな、質の高い行政サービスの

提供に努めてきました。 

  他方、第31次地方制度調査会の「人口減少社会に的確に対応する地方行政体

制及びガバナンスのあり方に関する答申」（平成28年３月16日）においては、

人口減少社会においても行政サービスを安定的、持続的、効率的かつ効果的に

提供できる地方行政体制の確立が求められ、これを踏まえ、平成29年度地方自

治法の改正（地方自治法等の一部を改正する法律（平成29年法律第54号）によ

る改正をいいます。）により、地方公共団体における内部統制制度が導入され

ました。 

  内部統制制度の導入に当たっては、指定都市以外の市区町村は努力義務と

され、三鷹市においても必須ではありませんが、今後も、自治体に求められる

社会的な要請に応えつつ、質の高い行政サービスを提供するため、主に財務事

務を中心に更なる適正な事務執行を確保するとともに、自律的で持続可能な

自治体経営を推進すべく導入を図りました。また、当該の取組が、三鷹市に則

した実効性のある制度となることを目指し、「三鷹市適正事務管理制度」とし

て整備し、令和４年度から運用を開始しました。 

 

２ 基本方針及び実施要綱の策定等 

  令和４年４月１日に「三鷹市適正事務管理制度基本方針」（参考資料２。以

下「基本方針」といいます。）を策定し、制度の目的、対象事務、庁内推進体

制等を定めました。令和５年度には、副市長定数の特例に伴い、基本方針及び

「三鷹市適正事務管理制度実施要綱」（参考資料３。以下「実施要綱」といい

ます。）を改正し、庁内推進体制を整備したほか、令和６年度には、新たな三

鷹市基本構想の策定に伴い、基本方針を改正するとともに、当該制度の取組の

一層の理解と浸透を図るため、実施要綱を改正し、適正事務推進主任を設置す

ることとしました。 

 

３ 推進体制 

  最高責任者である市長のリーダーシップの下、基本方針に基づき市が組織

一丸となって取り組むことができる体制としました。 

  具体的には、統括執行責任者（総務部担当副市長）、執行責任者（企画部担

当副市長、都市整備部担当副市長及び教育長）及び各部における統括責任者

（各部（局）の部（局）長）等で構成する適正事務推進会議において、全庁的

な適正事務の推進に向けた協議や決定等を行うとともに、各職場においても

適正事務推進員（各課の課長）を中心とした推進体制を構築しています。また、

令和７年度からは、当該制度の取組の一層の理解と浸透を図るため、適正事務

推進員の下に、若手・中堅職員からなる適正事務推進主任を新たに置き、全庁

を挙げて主体的に取り組む体制としています。 
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  さらに、当該取組の適正性を担保するに当たり、第三者性を確保するため、

法務監（弁護士、任期付職員）による専門的知見に基づく助言等を聴取できる

体制としました。 

  このほか、適正事務管理制度に係る体制の整備や評価を担う担当として、適

正事務管理制度推進（評価）担当を置き、総務部政策法務課、企画部財政課及

び会計課の職員を充てています。 

 ※ なお、本制度の組織上の推進体制を明確にし、取組の強化を図るため、令

和６年度から総務部政策法務課に係相当の組織として適正事務推進担当を

設置しています。 
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（評価報告書の公表） 

 

（評価報告書の提出） 

 

（評価報告書の審査） 

（審査意見の記載） 

 

 

（庁内推進体制組織図） 

（最高責任者） 

 

 

 

（適正事務推進会議） 

（執行責任者）（統括執行責任者）      （執行責任者） 

 

 

（第三者性の確保） 

 

 

（推進・評価担当） 

 

 

 

 （各職場における推進体制） 

（各部における統括責任者） 
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（参考資料２）三鷹市適正事務管理制度基本方針 

 

 三鷹市は、「あすへのまち三鷹」の着実な進展に向け、「高環境・高福祉のま

ちづくり」を政策の柱に、きめ細やかな、質の高い行政サービスの提供に努めて

います。 

 一方で、近年では、地方自治体の行政事務における法令遵守に対し、市民等か

ら厳しい目が向けられるとともに、より正確かつ適正な事務執行が求められて

います。 

 こうした社会的要請に応えつつ、引き続き、質の高い行政サービスを提供する

には、財務事務を中心に更なる適正な事務執行を確保するとともに、自律的で持

続可能な自治体経営を推進する必要があるため、三鷹市では、「適正事務管理制

度」を整備、運用することとし、この基本方針を定めます。 

 今後は、この基本方針に則った適切なリスク管理を行い、これまで以上に事務

の正確かつ適正な執行を確保することで、市民に信頼される市政の実現を目指

します。また、この取組の運用に当たっては、適宜その状況等を公表します。 

 なお、この基本方針は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）

第150条第２項に基づく方針とします。 

 

 令和４年４月１日 

 

三鷹市長 河 村   孝   

 

 

１ 適正事務管理制度の目的 

 (1) 事務の効率的かつ効果的な遂行 

   限られた経営資源の中で、市民ニーズに的確に対応するため、効率的かつ

効果的な事務を遂行します。 

 (2) 財務報告等の信頼性の確保 

   市民に対する説明責任を果たすため、情報の適切な管理及び適正な手続

による報告書類の作成等を通じ、財務報告等の信頼性を確保します。 

 (3) 事務に関わる法令等の遵守 

   職員一人ひとりが事務に関わる法令その他の規範を理解し、遵守するこ

とにより、適正な事務の執行体制を確立します。 

 (4) 資産の保全 

   資産の取得、使用、管理及び処分を正当な手続及び承認の下に行うことに

より、市の保有する資産の保全及び適正な運用を図ります。 

２ 適正事務管理制度における主な取組 

  最高責任者である市長のリーダーシップの下、この基本方針に基づき市が

組織一丸となって取り組むことができる組織体制やルール等の整備を図りま

す。また、事務執行におけるリスクの把握と評価を組織的に行うことで、リス

クに対する適切な対策を講じます。 
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  これらに併せ、こうした取組が有効に機能していることを確認するための

継続的なモニタリングを実施することにより、上記目的の達成を目指します。 

３ 適正事務管理制度の対象とする事務 

  法第150条第１項第１号に規定する財務に関する事務 

４ 適正事務管理制度の対象とする組織 

  市長の事務部局、各行政委員会の事務局及び議会事務局 

５ 適正事務管理制度に係る庁内推進体制 

  （略） ※参考資料１の３のとおり 
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（参考資料３）三鷹市適正事務管理制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、三鷹市（以下「市」という。）の適正事務管理制度の実施

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 基本方針 地方自治法（昭和22年法律第67号）第150条第２項に基づき三

鷹市長が定める三鷹市適正事務管理制度基本方針をいう。 

(2) 対象事務 基本方針に定める適正事務管理制度の対象とする事務をいう。 

(3) リスク 事務の適正な執行の阻害となる要因をいう。 

(4) リスク対応策 リスクの発生を防止し、又は低減等するための対応策を

いう。 

(5) 適正事務管理制度の整備 基本方針に基づき、全庁的な体制を整備しつ

つ、全ての部署において、業務レベルのリスク対応策を整備し、運用するこ

とをいう。 

(6) 適正事務管理制度の評価 全庁的な体制及び業務レベルのリスク対応策

の整備状況及び運用状況について評価を行い、評価報告書（地方自治法第150

条第４項に規定する報告書をいう。以下同じ。）を作成し、公表することを

いう。 

（最高責任者） 

第３条 適正事務管理制度の整備及び適正事務管理制度の評価（以下「適正事務

管理制度の整備等」という。）に関する最終的な責に任ずるため、適正事務管

理制度最高責任者（以下「最高責任者」という。）を置く。 

２ 最高責任者は市長をもって充てる。 

（統括執行責任者） 

第４条 適正事務管理制度の整備等に関し最高責任者を補佐し、必要な検討及

び各部局に対する指示を行うため、適正事務管理制度統括執行責任者（以下

「統括執行責任者」という。）を置く。 

２ 最高責任者に事故等があったときは、統括執行責任者がその職務を代理す

る。 

３ 統括執行責任者は、適正事務管理制度の整備等に係る取組を統括するとと

もに、その進捗等について最高責任者に報告する。 

４ 統括執行責任者は、総務部担当副市長をもって充てる。 

（執行責任者） 

第５条 統括執行責任者とともに、適正事務管理制度を適切に運営するため、適

正事務管理制度執行責任者（以下「執行責任者」という。）を置く。 

２ 統括執行責任者に事故等があったときは、執行責任者がその職務を代理す

る。この場合における代理順序は、次項に規定する順序とする。 

３ 執行責任者は、企画部担当副市長、都市整備部担当副市長及び教育長をもっ

て充てる。 
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（第三者性の確保） 

第６条 法務監は、第三者性を確保するため、その専門的な知見に基づき、適正

事務管理制度の整備等に関し必要な助言等を行う。 

（各部における統括責任者） 

第７条 各部における適正事務管理制度に関する事務を処理するため、部に適

正事務管理制度統括責任者（以下「統括責任者」という。）を置く。 

２ 統括責任者は、部長をもって充てる。 

（各課における推進員） 

第８条 課内の対象事務に関するリスクを把握し、必要なリスク対応策の整備

を行うとともに、リスク対応策の実施状況を日常的に把握し、それらの不備に

対する是正を図るため、課に適正事務推進員（以下「推進員」という。）を置

く。 

２ 推進員は、課長をもって充てる。 

（各課における適正事務推進主任） 

第８条の２ 推進員の取組を補佐し、日常業務における当該制度の取組の一層

の理解と浸透を図るため、課に適正事務推進主任（以下「推進主任」という。）

を置く。 

２ 推進主任は、課内の若手・中堅職員（原則として、入庁後10年を経過しない

者をいう。）のうちから、推進員の意見を聞いた上で、統括責任者が指名する

職員をもって充てる。 

（職員の責務） 

第９条 職員は、対象事務を執行する中で日常的に起こり得るリスクを把握し、

整備されたリスク対応策を遵守するとともに、必要なリスク対応策を検討す

ることに努めるものとする。 

（適正事務管理制度推進（評価）担当） 

第10条 適正事務管理制度の整備を全庁的に推進する役割を担うとともに、適

正事務管理制度の評価を担う担当として適正事務管理制度推進（評価）担当

（以下「推進（評価）担当」という。）を置く。 

２ 推進（評価）担当は、総務部政策法務課、企画部財政課及び会計課をもって

充てる。 

３ 推進（評価）担当は、総務部長が統括する。 

（適正事務推進会議） 

第11条 次に掲げる事項を行うため、適正事務推進会議（以下「会議」という。）

を設置する。 

(1) 適正事務管理制度に関する情報共有及び連絡調整 

(2) 適正事務の推進に向けた意識共有 

(3) 適正事務管理制度の見直しに関する検討 

(4) その他統括執行責任者が必要と認める事項 

２ 会議は、議長及び委員をもって組織する。 

３ 議長は統括執行責任者をもって充て、必要に応じて会議を招集する。 

４ 委員は、執行責任者、法務監及び統括責任者をもって充てる。 

５ 会議の庶務は、推進（評価）担当において行う。 
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（適正事務管理制度の整備等） 

第12条 適正事務管理制度の評価対象期間は、毎年４月１日を始期として、翌年

３月31日を終期とする。 

２ 推進（評価）担当は、評価対象期間内の全庁的な体制及び業務レベルのリス

ク対応策の整備並びに評価の方法をあらかじめ策定する。 

３ 推進員は、課内における業務レベルのリスク対応策を整備しこれを運用す

る。 

４ 統括執行責任者は、次に掲げる事項を記載した適正事務管理制度評価報告

書案（以下「報告書案」という。）を取りまとめ、最高責任者に報告する。 

(1) 適正事務管理制度の整備に関する事項 

(2) 評価の手続 

(3) 評価の結果 

(4) 不備の是正に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、記載することが適当と最高責任者が判断し

た事項 

５ 最高責任者は、前項の報告書案を適正事務管理制度評価報告書として確定

し、監査委員の審査に付した後、監査委員の意見を付けて議会に提出し、広く

市民に対して公表する。 

（監査委員との連携） 

第13条 最高責任者、統括執行責任者、執行責任者、統括責任者及び推進（評価）

担当は、監査委員の視点をより効果的な適正事務管理制度の整備等につなげ

るため、必要に応じて監査委員との連携を図るものとする。 

（委任） 

第14条 この要綱の実施に関し必要な事項は、統括執行責任者が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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（参考資料４）評価手続  

 

 適正事務管理制度推進（評価）担当は、以下に基づき適正事務管理制度の整備

状況及び運用状況を確認し、評価を実施しました。 

 

１ 評価対象事務 

  市長の事務部局、各行政委員会の事務局及び議会事務局が担当する事務の

うち、法第150条第１項第１号に規定する財務に関する事務のうち、優先対応

リスクとして抽出した①契約事務、②補助金等事務、③現金管理等事務、④学

校徴収金事務の４事務を評価対象事務としました。 

 

２ 評価方法 

 (1) 全庁体制に係る評価方法 

   第１の１のとおり 

 (2) 業務レベル（個別の事務執行）に係る評価方法 

   第２の１のとおり 

 (3) 評価対象期間 

   令和６年４月１日から令和７年３月31日まで 

 (4) 評価基準日 

   令和７年３月31日 

 (5) 適正事務管理制度における有効性の判断方法 

   評価基準日において整備上の重大な不備が存在する場合、又は評価対象

期間において運用上の重大な不備が存在する場合のいずれにも該当しない

場合に、評価対象事務に係る適正事務管理制度は評価基準日において有効

に整備され、かつ、評価対象期間において有効に運用されているものと判断

します。 

 (6) 各用語の意義 

  ア 整備上の不備 

    適正事務管理制度が存在しない、規定されている方針及び手続では適

正事務管理制度の目的を十分に果たすことができない、又は規定されて

いる方針及び手続が適切に運用されていない等の不備をいいます。 

  イ 運用上の不備 

    適正事務管理制度の整備段階で意図したように適正事務管理制度の効

果が得られておらず、結果として不適切な事項を発生させたことによる

不備をいいます。 

  ウ 重大な不備 

    適正事務管理制度の不備のうち、事務の管理及び執行が法令に適合し

ていない、又は適正に行われていないことにより、三鷹市及び市民に対し

経済的、社会的に大きな不利益を生じさせる蓋然性の高いもの若しくは

実際に生じさせたものをいいます。 

    こうした重大な不備が存在する場合には、必ず適正事務管理制度評価

報告書に記載するものとします。 
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（参考資料５）定期監査等への対応 

 

１ 優先対応リスクへの反映等 

  三鷹市では、過去数年間における監査指摘・要望事項の多くを占めていた契

約事務、補助金等事務、現金管理等事務及び学校徴収金事務の４事務を優先対

応リスクとして設定し、また、ＲＣＳＡシートにおいて、想定されるリスク欄

に当該事務に関する監査指摘・要望事項の事例を掲載、共有することで、適正

事務管理制度と定期監査等を中心とした監査事務との連動を図っています。 

 

２ 定期監査等の指摘事項及び改善措置について 

市長の事務部局に係る監査委員からの指摘事項については、適正事務管理制

度を所管する総務部において取りまとめを行い、その取扱いの一元化を図ると

ともに、適宜、適正事務推進会議等において庁内への情報共有を図っています。 

 (1) 令和６年度定期監査（前期）及び財政援助団体等監査の指摘事項及び改善

措置について 

   令和６年度定期監査（前期）及び財政援助団体等監査は、スポーツと文化

部並びに財政援助団体等である大沢住民協議会及び特定非営利活動法人

Mitakaみんなの防災に対して実施され、スポーツと文化部３件を含む全体

で７件の指摘事項があり、令和７年４月11日付けで監査委員に対して改善

措置に係る回答を行いました。 

 (2) 令和６年度定期監査（後期）の指摘事項及び改善措置について 

   令和６年度定期監査（後期）は、健康福祉部及び三鷹市立学校に対して実

施され、全体で７件の指摘事項があり、令和７年６月10日付けで監査委員に

対し改善措置に係る回答を行いました。 
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（参考資料６）三鷹市適正事務推進会議内容 

 

１ 令和６年度第１回適正事務推進会議 

 (1) 開催日 

   令和６年６月27日 

 (2) 主な議題 

  ア 令和５年度定期監査（後期）の指摘事項及び改善措置について 

    各部より、令和５年度定期監査（後期）における監査委員からの指摘事

項及び改善措置について、情報共有を行いました。 

  イ 不適切な事務処理事案に関する報告について 

    不適切な事務処理事案２件について、要因、対応及び改善策を集約した

内容を共有し、他の職場での再発防止を図りました。 

  ウ 外郭団体等への更なる適正な事務執行に向けた取組に関する意見聴取

の結果等について 

    市議会の令和４年度決算審査特別委員会における附帯意見を踏まえ、

外郭団体等に対して指摘が繰り返される原因や改善策について、統括責

任者等に対する意見聴取を実施しました。意見聴取の結果をもとに、課題

解決に向けて適正事務管理制度の手法の活用について、改めて協議をす

ることとしました。 

  エ 令和５年度の取組に対する評価について 

    令和５年度三鷹市適正事務管理制度評価報告書（案）及び同附属資料

（案）に基づき、令和５年度の評価結果（財務に関する事務に係る適正事

務管理制度は評価基準日において有効に整備されるとともに、評価対象

期間において有効に運用されていると判断し、是正すべき重大な不備等

はないこと。）について報告しました。 

  オ 令和６年度のスケジュールについて 

    令和６年度のスケジュールについて、情報を共有しました。 

 

２ 令和６年度第２回適正事務推進会議 

 (1) 開催日 

   令和６年11月11日 

 (2) 主な議題 

  ア 不適切な事務処理事案に関する報告について 

    不適切な事務処理事案２件について、要因、対応及び改善策を集約した

内容を共有し、他の職場での再発防止を図りました。 

  イ 外郭団体等への更なる適正な事務執行に向けた取組について 

    監査指摘事項等の一覧表について、今後も外郭団体等と最新版の共有

を図るとともに、各団体による自発的なチェック体制の確立に向けて、

市が作成したセルフチェックリスト（案）をもとに、各団体においてセ

ルフチェックシートを作成し、日常業務のチェックを行うよう市との協

力の下で取組を推進することとしました。 
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  ウ 令和５年度三鷹市適正事務管理制度評価報告書について 

    令和６年第３回三鷹市議会定例会において監査委員の審査意見（制度

が有効に整備、運用され、是正すべき重大な不備等はないとした市の評価

手続及び評価結果に係る記載は相当であること。）を付して市議会に報告

したこと、広報みたか等を通じて広く市民等に公表したことを報告しま

した。 

  エ 財務事務に係る自己評価（自己点検）の見直しについて 

    令和６年度の自己評価（自己点検）においても、優先対応リスクについ

ては令和５年度と同様とすることを確認するとともに、令和５年度定期

監査等における指摘・要望事項を反映させたことにより、より実効性のあ

るＲＣＳＡシートとなるよう修正したことを報告しました。 

  オ 適正事務管理制度の強化について 

    令和６年度の取組として、昇任者向けの研修、課長職に対するアンケー

トの実施、各課の若手・中堅職員からなる適正事務推進主任（仮称）の設

置、外郭団体等への更なる適正な事務執行に向けた取組を実施すること

を報告しました。 

 

３ 令和６年度第３回適正事務推進会議 

 (1) 開催日 

   令和７年３月25日 

 (2) 主な議題 

  ア 不適切な事務処理事案に関する報告について 

    不適切な事務処理事案が発生した場合の報告方法を整備したほか、事

案９件について要因、対応及び改善策を集約した内容を共有し、今後の再

発防止に向けて注意喚起を行いました。 

  イ 令和６年度定期監査（前期）及び財政援助団体等監査の指摘事項及び改

善措置について 

    参考資料５の２のとおり 

  ウ 令和６年度の評価について 

    令和６年度における評価手続について情報共有を図りました。 

  エ 適正事務管理制度の更なる推進に向けた取組について 

    令和６年度において第３の２のとおり取組を進めることについて報告

等を行うとともに、令和７年度において予定する取組を次のとおりとす

ることを共有しました。 

   (ｱ) 評価・点検対象事務の見直し及び点検手法の活用拡大 

   (ｲ) 全庁的な業務マニュアルの点検及び管理の統一的運用 

   (ｳ) 昇任者・適正事務推進主任（仮称）・新規採用職員等向け研修の実施 

  オ 三鷹市適正事務管理制度基本方針及び三鷹市適正事務管理制度実施要

綱の改正について 

    三鷹市基本構想の議決及び第５次三鷹市基本計画の策定に伴い、基本

方針を改正するほか、適正事務推進主任の設置に伴い、実施要綱を改正す

ることを共有しました。 


